
代表取締役副社⻑の藤原です。本⽇はお忙しいところ、ご参加いただきま
して、誠にありがとうございます。
ウィズコロナの状況にございますので、今回もオンライン形式にて実施さ
せていただきます。



本⽇の内容ですが、
「第３四半期の実績」、「新型コロナウイルス感染症の影響」、
「そして国内、海外の主な取り組み」について、ご説明します。



（説明省略）



それでは、まず第3四半期実績の概要についてご説明します。
依然として新型コロナウイルス感染症拡⼤に伴うマイナス影響を受けてはい
ますが、各セグメントとも順調に進捗しており、全社通期業績予想を達成す
る⾒通しとなっています。

受注⾼は、国内事業を中⼼とした更改案件の獲得による増加はありましたが、
前期に獲得した⼤型案件の反動減等により前年並みとなりました。
売上⾼は、主に国内事業を中⼼とした規模拡⼤等により増収となっています。
営業利益は、主に国内で前期に発⽣した不採算案件の抑制及び増収等により
増益となりました。

それでは、各項⽬につきまして、増減の内容をセグメント毎に説明します。



受注⾼の状況です。
公共・社会基盤は、前期に獲得した⼤型案件の反動減等により上期までは減
少となっておりましたが、中央府省向け案件が更に獲得されたこと等により
増加となりました。
⾦融は、上期に引き続き、銀⾏向け案件が更に獲得されたこと等により増加
となっています。
法⼈・ソリューションは、上期に引き続き、流通・サービス業向け案件の獲
得等により増加となっていますが、コロナ影響によるマイナスが⽐較的に⼤
きくなっています。
海外においても、コロナ影響によるマイナスは依然として強く出ています。
北⽶は、上期と同様の事象で、コロナ影響及び前期に獲得した公共及び⾦融
向けの⼤型案件の反動減等により減少となっています。
EMEA・中南⽶は、⼀部の地域では回復傾向がありましたが、コロナ影響等に
より減少となっています。



売上⾼の状況です。
公共・社会基盤は、上期に引き続き、中央府省向けサービスの規模拡⼤等に
より増収となっています。
⾦融につきましても、上期に引き続き、⾦融機関向けサービスの規模拡⼤等
により増収となっています。
法⼈・ソリューションは、流通業・サービス業向けサービスの規模拡⼤等は
ありましたが、製造業を中⼼にコロナ影響に伴う案件の減少や中断等により
減収となりました。
北⽶は、コロナ影響や為替等による減収はありましたが、M&Aによる規模拡
⼤等により増収となりました。
EMEA・中南⽶は、上期に引き続き、イタリア等では堅調を維持していますが、
コロナ影響に伴う案件の減少や中断等により減収となっています。



営業利益の状況です。
公共・社会基盤は、上期に引き続き、増収及び前期に発⽣した不採算案件の
抑制等により増益となっています。
⾦融は、前期に発⽣した不採算案件の抑制等により増益となりました。
法⼈・ソリューションは、上期に引き続き、コロナ影響に伴う販管費率の悪
化等により減益となっています。
北⽶は、増収等による増益はありますが、コロナ影響及び将来に向けた事業
構造改⾰の実施に伴う費⽤⽀出等により減益となっています。
EMEA・中南⽶は、コロナ影響等による減益はありますが、前期の事業構造改
⾰の効果及びその費⽤減等により増益となりました。

この後に続くスライドは、いまご説明しました内容がセグメント毎に記載さ
れたものとなっていますので、第３四半期実績に関しては以上となります。
それでは、次に、コロナ影響による当社ビジネスへの影響について、Update
した内容をご説明します。13ページをご覧ください。
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こちらは、新型コロナウィルスの当社ビジネスへの影響となります。全般的に8
⽉の業績予想公表段階の想定よりはマイナス影響が少なく、各セグメントともに順調に
進捗しています。
ただし、新型コロナウイルス影響は続いているため、引き続き、各地域経済、企
業活動の影響を注視していきます。
公共・社会基盤は、各地域の法⼈系ビジネスは⼀部影響が出ていますが、中央府
省は堅調に推移しています。
⾦融はバンキング領域を中⼼とした⼀部案件の中⽌・延期による影響が出ていま
すが、⾦融機関向け案件の拡⼤により当初想定よりも堅調に推移しています。
法⼈・ソリューションは、製造業を中⼼とした影響は継続しており、ペイメント
領域のうちインバウンド向け事業はマイナス影響を受けているものの、EC事業
は拡⼤しています。また、流通サービス業のデジタル案件拡⼤により、当初の想
定よりも堅調に推移しています。
次に北⽶は感染再拡⼤に伴い製造業、医療機関における影響が出ていますが、公
共領域を中⼼とした案件の復調、デジタル関連案件の活性化により、当初想定よ
りも影響が少ない状況です。
EMEA・中南⽶は、コロナ再拡⼤に伴うロックダウンや移動制限の発⽣により、
スペインの保険業、ドイツの⾃動⾞への影響、中南⽶の通貨下落による為替影響
を受けてはいますが、イタリアを中⼼としたデジタル関連案件等の活性化により
当初想定よりも影響が少ない状況です。



続きまして、国内における主な取り組みについてご説明します。



まず、1⽉1⽇付でNTTのIOWNに関する専⾨組織「IOWN推進室」を設置してい
ます。
Society5.0の超スマート社会の実現による社会課題の解決、当社のお客さまへ
の価値提供に向けて、先般、設置したソーシャルデザイン推進室とともに、NTT
グループがもつ、IOWNの⾰新的な技術適⽤を図っていくことで、新たな提供価
値を創出していきます。



また、1⽉1⽇付でServiceNowビジネス推進室を新設しています。ServiceNow
の最新のデジタル技術に、NTTデータが⻑年培った業務知識とIT活⽤経験を掛け
合わせ業界に特化したサービスを整備し、お客様のDXに貢献していきます。



次に、昨年末より政府向けの⾼いセキュリティ機能を備えたコミュニティクラウ
ドサービスを提供開始しています。これにより、デジタル社会に対応したデジタ
ル・ガバメントの早期実現に貢献していきます。



続きまして、海外における主な取り組みについてご説明します。



こちらは、北⽶及びEMEA・中南⽶の事業構造改⾰の進捗状況となります。まず北⽶につい
ては、概ね計画通りに進捗しており、第2四半期に引き続き、デジタル⼈財の拡充とリスキル、
リソースの最適化、オフィスやデータセンタの統廃合を進めています。

次にEMEA・中南⽶ですが、これまでの事業構造改⾰の成果により、第2四半期に引き続き
デジタル案件を複数獲得しており、今後も継続してデジタル対応⼒を強化していきます。



こちらは、北⽶の事例となります。昨年12⽉にSnowflakeを中⼼としたデータ・アナリティクス
活⽤を⽀援する企業であるHashmap社を買収しています。
また、Flux7、Acorioを買収した成果として、北⽶における製造業を中⼼としたDX案件を複
数獲得しています。⽇本側の取り組みとも連携しながら、グローバルにおけるお客様のDXへの
貢献を加速していきます。



こちらは、EMEA・中南⽶の事例となります。欧州の国境管理等のシステムを管轄する機関で
あるeu-LISA、FrontexとITシステム開発に係る複数年契約を獲得しています。



こちらも、EMEA・中南⽶の事例となります。イタリアの⼤⼿エネルギー会社から、次世代スマー
トメーターを活⽤したお客様のDXやプロダクトデザイン等を含む案件を受注しています。



以降は、セグメント毎のトピックや数値情報等を記載していますので、ご説明
は省略します。
私のプレゼンテーションは以上とさせていただきます。ありがとうございまし

た。
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